
下水道による内水対策に関するガイドライン類改訂（案）について

資料２



下水道法改正の概要（６月内施行）



計画降雨の事業計画への位置付け

2

全国各地で水災害が頻発しているため、各地域の水災害状況、将来の気候変動の影響による降雨量の増加
を見据えて、下水道事業計画に雨水排除の指針となる計画降雨を定め、当該計画降雨に基づき浸水リスクの
高い地域での整備を重点化するなど、「事前防災」の考え方に基づく計画的な下水道整備を加速する必要。

【改正概要】
・公共下水道・流域下水道の事業計画の記載事項に、計画降雨（浸水被害の発生を防ぐべき目標となる降雨）を追加

公共下水道の事業計画の記載事項（下水道法第５条）

【１．従前の記載事項】

① 排水施設（これを補完する施設を含む。）の配置、構造及び能力並びに点検の方法及び頻度

② 終末処理場を設ける場合には、その配置、構造及び能力

③ 終末処理場以外の処理施設（これを補完する施設を含む。）を設ける場合には、その配置、構造及び能力

④ 流域下水道と接続する場合には、その接続する位置

⑤ 予定処理区域（雨水公共下水道に係るものにあつては、予定排水区域）

⑥ 工事の着手及び完成の予定年月日

【２．追加の記載事項】

① 計画降雨（浸水被害の発生を防ぐべき目標となる降雨）

※水防法による雨水出水浸水想定区域に指定された場合は、必須記載事項となる

記載事項に
追加

※流域下水道の事業計画の記載事項（下水道法
第25条の12） も同様の改正を行う。



民間による雨水貯留浸透施設整備に係る計画認定制度の創設
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【改正概要】
浸水被害対策区域での民間事業者等による雨水貯留浸透施設整備に係る計画認定制度の創設

浸水被害対策区域で民間事業者等が行う一定規模以上の容量や適切な管理方法等の条件を充たした雨水貯
留浸透施設整備に係る計画認定制度を創設。認定事業者への施設整備費用に係る法定補助等を措置。

気候変動の影響による降雨量の増加を見据え、整備等に限界のある浸水被害対策区域（※）において、地域関
係者が一体となって雨水浸透や貯留に係る取組を一層促進するため、民間事業者等による雨水浸透・貯留に係
る自主的な取組を積極的に誘導・後押しする必要
（※）排水区域のうち、都市機能が相当程度集積し、著しい浸水被害が発生するおそれがある区域であって、当該区域における土地利用の状況

からみて、公共下水道の整備のみによっては浸水被害の防止を図ることが困難であると認められるものとして公共下水道管理者である
地方公共団体の条例で定める区域

雨水貯留浸透施設の整備イメージ

【民間事業者等による雨水貯留浸透施設整備に係る認定制度の概要】

認定申請

認定

公
共
下
水
道
管
理
者

民
間
事
業
者
等

（計画への記載事項イメージ）
・雨水貯留浸透施設の位置、構造・設備、規模
・雨水貯留浸透施設の管理方法・期間

・雨水貯留浸透施設の設置に係る資金計画 等

（認定の効果：法定）
・公共下水道管理者による費用補助、当該補助がある場合の国による補助
・地方共同法人日本下水道事業団による、認定事業者からの委託に基づく
雨水貯留浸透施設の設置等の支援 等

雨水貯留浸透施設



雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）



雨水管理総合計画と計画降雨の関係

5

○流域治水関連法の一環として下水道法を改正し、事業計画に「計画降雨」（下水道で浸水被害の発生を防ぐべき
目標となる降雨）を位置付け。

○計画的に事前防災の考え方に基づいた整備ができるよう、中長期の施設整備の方針等の基本的な事項を定める「雨
水管理総合計画」を策定し、気候変動の影響を踏まえた浸水リスクや都市機能の集積状況等に応じて、メリハリのあ
る「計画降雨」をきめ細やかに設定。

雨水管理総合計画と事業計画の関係 今後の下水道の整備イメージ

雨水管理総合計画（中長期計画）

雨水管理方針
• 計画期間
• 下水道計画区域
• 計画降雨（整備目標）
• 段階的対策方針 等

段階的対策計画

• 計画降雨に対するハード対策を計
画（従来の全体計画に時間軸を
考慮したもの）

• 照査降雨に対するハード対策・ソフ
ト対策を位置付け

事業計画（雨水）
• 計画降雨 に対する施設計画（幹線・枝線、
ポンプ場、貯留施設）

事
業
計
画
策
定
時
に
反
映



○「気候変動を踏まえた都市浸水対策に関する検討会」提言等の内容を踏まえ、気候変動の影響を反映した計画への
見直しに向け、令和３年７月に「雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）」を改訂。

地域区分 降雨量変化倍率
北海道北部，北海道南部 １．１５
その他14地域（沖縄含む） １．１０

降雨量変化倍率を乗じたイメージ
降雨量

時間

気候変動による引き伸ばし
（降雨量変化倍率を使用）

気候変動の影響を踏まえた計画降雨及び計画雨水量の算定にあたっては、降雨量
変化倍率を乗じて設定。

【主な改訂内容①】気候変動の影響を踏まえた計画降雨等の算定

将来的には気候変動の影響を踏まえ見直しを行った後の計画降雨に対して自由水面を確保できる施設の整備を前提としつつ、当面は既存ストックを効果的の
活用や多様な主体との連携による雨水流出抑制を推進することにより、段階的に安全度を向上。

【主な改訂内容②】段階的対策計画の考え方

降雨強度

現在の計画降雨（L1降雨）
例：50mm/h（5年確率降雨）

照査降雨
（L１’降雨）

現在 当面 中期 長期

現在の計画降雨に
対して浸水を解消
（圧力状態を許容）

現在の計画降
雨に対して自由
水面を確保

見直し後の計画
降雨に対して自
由水面を確保

現在 当面 中期 長期

（現在の整備水準）

気候変動の
影響を踏まえた
計画への転換

現況施設

多様な主体が連携した流域対策

ハード対策（下水道）
既存ストックの活用（圧力運用）

安全度
の確保

従来の都市浸水対策の考え方 気候変動を踏まえた都市浸水対策の考え方

降雨強度

例：50mm/h（3年確率降雨）

気候変動による見直し後の計画降雨（L1降雨）
例：55mm/h（5年確率降雨）

令和３年７月の改訂内容（概要）
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改訂内容（案）【事業計画との関係】
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改訂内容（案）
○下水道法の改正内容で公布の日から６ヶ月以内で政令で定める日に施行予定に係るもの（下水道事
業計画の記載事項への計画降雨の追加）について、その内容を反映。
「１－９ 事業計画との関係」において、事業計画の記載事項への計画降雨の追加や、下水道法
施行規則第４条の「その他の書類及び図面」の一つである「施設の設置に関する方針」に関する解説
を充実する。 等

（現ガイドラインの記載事項）施設の設置に関する方針

更新予定



改訂内容（案）【浸水リスクの想定】【流域下水道に係る解説】
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改訂内容（案）
○計画的に事前防災の考え方に基づいた整備ができるよう、地区ごとの浸水リスクを評価し、都市機能の
集積状況等に応じてメリハリのある計画降雨をきめ細やかに設定するためには、浸水シミュレーションにより
浸水リスクを想定することが必要。
「２－３ 浸水要因分析と地域ごとの課題整理 （２）浸水リスクの想定」において、計画規模の
降雨や既往最大降雨等の照査降雨に対する浸水シミュレーションにより、浸水リスクを想定することが
必要であることを追記する。

改訂内容（案）
○流域関連公共下水道がある場合は、その計画降雨と流域下水道の計画降雨は整合することが必要。

「１－６ 策定主体（雨水管理総合計画の策定主体）」において、流域関連公共下水道がある
場合は、雨水管理総合計画策定時において、公共下水道管理者は流域下水道管理者に協議を
行う必要があることを追記する。等



改訂内容（案）【事例集の追加（既存ストックの活用）】
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改訂内容（案）
○段階的な対策事例として、既存ストックを活用した都市浸水対策機能向上等の事例を追加。
■浸水シミュレーション等により、圧力状態よる能力を評価・活用することで、水位を地表面以上に上昇
させない程度の排水能力を有する雨水排除施設を優先的に整備するなどの既存ストックを活用した
都市浸水対策機能向上等の事例を追加。

降雨強度
（mm/h）

現在の計画降雨（L1降雨）
例：50mm/h（5年確率降雨）

照査降雨
（L１’降雨）

現在 当面 中期 長期

現況施設

多様な主体が連携した流域対策

ハード対策（下水道）
既存ストックの活用（圧力運用）

現在の計画降雨に
対して浸水を解消
（圧力状態を許容）

現在の計画降雨に
対して自由水面を確保

見直し後の計画降雨に
対して自由水面を確保

現在 当面 中期 長期

（現在の整備水準）

気候変動の
影響を踏まえた
計画への転換

安全度
の確保

従来の都市浸水対策の考え方 気候変動を踏まえた都市浸水対策の考え方

降雨強度
（mm/h）

気候変動による見直し後の計画降雨（L1降雨）
例：55mm/h（5年確率降雨）

例：50mm/h（3年確率降雨）



官民連携した浸水対策の手引き（案）



浸水被害対策区域制度（平成27年の下水道法改正により創設）
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○公共下水道の排水区域のうち、都市機能が集積し、下水道のみでは浸水被害への対応が困難な地域において、
民間の協力を得つつ、浸水対策を推進するため、地方公共団体が条例で「浸水被害対策区域」を指定。

○下水道法第10条の排水設備の基準に代えて、条例で、雨水の一時的な貯留又は地下への浸透に関する技術上
の基準を定め、民間に対して雨水貯留施設の設置等を義務づけることができる。

○区域内に存する貯留容量100m3以上の雨水貯留施設について、公共下水道管理者自らが管理する必要がある
と認めるときは、施設所有者等との間において、管理協定を締結して当該雨水貯留施設を管理することができる。

民間の貯留施設

再開発のビル等

降雨の影響がなくなった後に、下水道管渠に送水

道路

下水道施設

官民連携した浸水対策のイメージ浸水被害対策区域の効果

民間の再開発等にあわせて、
「浸水被害対策区域」を指定

官民が連携して浸水対策を実施、
早期に地域の浸水安全度を向上

局地的な大雨（ゲリラ豪雨）の頻発等により、
早期に浸水安全度を向上させるニーズ

公共下水道管理者が、道路や公園等の公共用地
の下に雨水貯留管等を整備しようとしても、

公共用地等の地下にスペースがない



改訂内容（案）【浸水被害対策区域制度の拡充】
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改訂内容（案）
○下水道法の改正内容で公布の日から６ヶ月以内で政令で定める日に施行予定に係るもの（浸水被害
対策区域制度の拡充）について、その内容を反映。
■「３．雨水貯留施設等の整備促進のための民間事業者等に対する国の支援制度等の適用」におい
て、浸水被害対策区域支援制度等に関する解説を充実する。等

法第25条の3～9関係管理協定の締結等

特定地域都市浸水被害対策事業制度 予算

・浸水被害対策区域において、公共下水道管理者が管理協
定を締結した民間の雨水貯留施設等について、その管理
を公共下水道管理者が行うことができる。

・浸水被害対策区域における雨水貯留施設等の整備費用に
対し、国が民間に直接支援を行う。（補助率最大1/3）

雨水貯留利用施設に係る割増償却制度 税制

・浸水被害対策区域において、予算制度の適用を受けずに
300m3以上の雨水貯留施設を新たに整備する場合、新
設・既設を含め、供用開始から5年間、普通償却限度額
の10％割増償却ができる（法人税・所得税の特例）。

容積率の緩和 その他

・都市再生特別地区（都市再生特別措置法）等において、
地方公共団体は、雨水貯留施設の整備等を総合的に評価
して容積率を緩和することができる。

新世代下水道支援事業

・個人住宅等に設置する貯留タンクなどの小規模な施設に
対して、地方公共団体が整備費用を助成する場合、地方
公共団体に対して、防災・安全交付金による支援を実施。

条例による義務づけ制度 法第25条の2関係
・これらの支援策のみでは、浸水被害対策区域における
浸水被害の軽減が困難な場合には、公共下水道管理者の
判断により、条例で、民間に対し雨水貯留施設の設置等
を義務づけることも可能。

名古屋市名駅一丁目1番A地区（都市再生特別地区）：雨水貯留施設の整備や公開空
地の整備等の公共貢献を総合的に評価し容積率を割増(約400%）

新潟市：宅地内の雨水浸透ます設置等の助成を平成12年度より開始（現在約6万基）

事
例

事
例

予算

（現ガイドラインの記載事項）浸水被害対策区域における各種支援制度



下水道法関係管理協定の締結等

官民連携浸水対策下水道事業
（個別補助金） 予算

・浸水被害対策区域において、公共下水道管理者が管理協
定を締結した民間の雨水貯留施設等について、その管理
を公共下水道管理者が行うことができる。

・認定計画に係る雨水貯留浸透施設の整備費用に
対して、国が補助する。
※補助率1/2

施設整備に係る特例措置
（固定資産税の減免） 税制

・認定を受けた雨水貯留浸透施設について、
固定資産税を減税する特例措置を講ずる。

容積率の緩和 その他
・都市再生特別地区（都市再生特別措置法）等において、
地方公共団体は、雨水貯留施設の整備等を総合的に評価
して容積率を緩和することができる。

新世代下水道支援事業 予算
・個人住宅等に設置する貯留タンクなどの小規模な施設に
対して、地方公共団体が整備費用を助成する場合、地方
公共団体に対して、防災・安全交付金による支援を実施。

新規制度
制度拡充

：既存制度

名古屋市名駅一丁目1番A地区（都市再生特別地区）：雨水貯留施設の整備や公開空
地の整備等の公共貢献を総合的に評価し容積率を割増(約400%）

新潟市：宅地内の雨水浸透ます設置等の助成を平成12年度より開始（現在約6万基）

事
例

事
例

民間の雨水貯留浸透施設整備
に係る計画認定制度

下水道法
関係

・浸水被害対策区域において、民間事業者等が雨水貯留
浸透施設を整備する場合、当該整備に係る計画を作成
し、公共下水道管理者の認定を受けることができる。

日本下水道事業団による
委託に基づく建設等 その他

・認定を受けた雨水貯留浸透施設の建設や設計等に
ついて、認定事業者の委託に基づき、
日本下水道事業団が代わって行うことができる。

予算特定地域都市浸水被害対策事業制度

・浸水被害対策区域における雨水貯留施設等の整備費用に
対し、国が民間に直接支援を行う。（補助率最大1/3）

条例による義務づけ制度 下水道法関係
・これらの支援のみでは、浸水被害対策区域における
浸水被害の軽減が困難な場合には、公共下水道管理者の
判断により、条例で、民間に対し雨水貯留施設の設置等
を義務付けることも可能。

：

改訂内容（案）【浸水被害対策区域制度の拡充】
（ガイドライン改定後の記載事項（案））浸水被害対策区域における各種支援制度
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○近年甚大な水害が全国各地で頻発しており、今後、気候
変動により更なる降雨量の増加や水害の頻発化・激甚化が懸
念されている。

○都市機能が相当程度集積し、下水道の整備のみでは浸水被
害の防止を図ることが困難である浸水被害対策区域（※）に
おいては、流域治水の観点から、民間事業者等による雨水貯
留浸透施設の整備促進を図る必要がある。

（※）下水道法第２５条の２に基づき、地方公共団体が指定
する区域

背景

概要

〇浸水被害対策区域内において公共下水道管理者等の認定を
受けた民間の雨水貯留浸透施設の整備に対し、公共
下水道管理者が費用の一部を負担する場合、国が民間事業者
等を重点的に支援する制度を創設する（補助率１／２）。

民間事業者等による雨水貯留浸透施設の整備イメージ

【参考】官民連携浸水対策下水道事業の創設

14



施策の背景

要望の結果

特例措置の内容

結 果

【固定資産税】
流域内の浸水被害を防止・軽減させるため、新たな制度に基づき民間事業者等が整備する雨水貯留浸透施設について、
課税標準を３分の１を参酌して６分の１以上２分の１以下の範囲内において市町村の条例で定める割合とする。

○ 平成30年7月豪雨や令和元年東日本台風、令和2年7
月豪雨など、近年甚大な水害が全国各地で頻発しており、
今後、気候変動により更なる降雨量の増大や水害の頻発
化・激甚化が懸念されている。

○ これに対し、あらゆる関係者が協働して流域対策を行う
「流域治水」を推進するための新たな制度に位置付けら
れた雨水貯留浸透施設に対して税制による支援を講じる
ことにより当該施設の整備促進を図る。

３年間（～令和６年３月３１日）の特例措置を創設する。

地下貯留のケース

気候変動の影響による大雨の頻発化・激甚化に対して、あらゆる関係者が協働して流域対策を行う「流域治水」への転換を推進
し、防災・減災が主流となる社会を目指すため、民間事業者等による雨水貯留浸透施設に係る特例措置を創設する。

上部がオープンのケース

【参考】雨水貯留浸透施設の整備に係る特例措置の創設（固定資産税）

15



下水道浸水被害軽減総合計画策定マニュアル（案）



下水道による総合的な浸水対策

17

重点的かつ効率的な施設の整備
と効果的な運用
○ 貯留・浸透施設の積極的導入 等

効果的なハード対策

自助を支える情報収集・提供等の促進
○ 内水ハザードマップの公表
○ リアルタイム情報提供の促進 等

ソフト対策の強化

自助の促進による被害の最小化
○ 浸水時の土のう、止水板設置
○ 自主避難 等

自助の促進

○ 浸水被害の最小化を図るため、貯留浸透施設等のハード対策に加え、内水ハザードマップの公表等のソフト対策及び
関係住民等による自助を組み合わせた総合的な浸水対策を推進。

○ 下水道浸水被害軽減総合事業を実施する場合は、「下水道浸水被害軽減総合計画」を策定する。



改訂内容（案）【地区ごとの計画から市全体の計画へ】

18

改訂内容（案）
○下水道浸水被害軽減総合事業について、現マニュアル策定（H28.4）以降の拡充内容等を反映。

下水道浸水被害軽減総合事業に効率的雨水管理支援事業を統合（令和元年度）。
従来の下水道浸水被害軽減総合事業を「下水道浸水被害軽減型」、効率的雨水管理支援事業
を「効率的雨水管理支援型」※とし、地区ごとの計画から市全体の計画へ集約するとともに、浸水対
策実施の基本方針を明確化。

地
区
ご
と
の
計
画
か
ら
市
全
体
の
計
画
へ

※浸水リスク評価に応じたきめこまやかな対策目標と、既存施設を最大限活用した対策等により浸水対策を実施



雨水管理総合計画
雨水管理方針
計画期間
策定主体
下水道計画区域

計画降雨（整備目標）
段階的対策方針

下水道整備（必要に応じて事業計画を変更）

段階的対策計画（重点対策地区、一般地区）
計画降雨に対するハード対策（施設計画）
従来の全体計画に時間軸を考慮したもの

効率的雨水管理支援型
既存施設を最大限活用した対策
個人・事業者等による共助・自助の
取組

下水道浸水被害軽減型
重点対策地区等を対象
照査降雨に対する既存施設を活用し
たハード対策（幹線、ポンプ場、貯留
施設、浸透施設、止水板など）・ソフ
ト対策

下水道浸水被害軽減総合計画通
常
の
下
水
道
事
業

下水道による浸水対策を実施
すべき区域 ＝ 一般地区

他事業を考慮して浸水対策を実
施する際の分担区分を整理

被害の状況等を鑑みハード対策等
の目標水準をきめ細かく設定する

甚大な浸水被害を回避すべき区域は
ハードソフトにより浸水被害を最小化
＝ 重点対策地区

1/7

1/5

1/5

1/10

下水道による浸水対策を実施すべき区域 ＝ 一般地区

重点対策地区

＜雨水管理総合計画による地区の位置づけ＞

下水道整備を当面必要としない区域（既存の排水施設がある）

1/5 目標水準（5年確率）

重点対策地区（下水道浸水被害軽減型を実施する地区）

効率的対策地区（効率的雨水管理支援型を実施する地区）

＜下水道浸水被害軽減総合計画による地区の位置づけ＞

○ 下水道浸水被害軽減総合事業「下水道浸水被害軽減型」、「効率的雨水管理支援型」を実施する地区は、それぞ
れ「重点対策地区」、「効率的対策地区」として下水道浸水被害軽減総合計画に位置付ける。

下水道浸水被害軽減総合計画の位置付けと対象地区のイメージ

○雨水管理総合計画において位置付けた重点対策地区または一般地区では、必要に応じて
下水道浸水被害軽減総合計画を策定する。

○「重点対策地区」を主として、下水道浸水被害軽減型を実施する。
○一般地区を主として、効率的雨水管理支援型を実施する地区は「効率的対策地区」とする。
○下水道浸水被害軽減総合事業を実施しない地区では、通常の下水道事業またはその他事
業制度等による整備を進める。 19

下水道浸水被害軽減総合計画及び対象地区の位置づけ



改訂内容（案）【下水道浸水被害軽減総合事業における拡充内容等の反映】

逆流防止施設

止水板

ポンプ場

樋門等

R3年度拡充内容
・樋門等の自動化・無動力化・遠隔化
・ポンプ場の耐水化

R１年度拡充内容
・移動式排水施設

20

改訂内容（案）
○下水道浸水被害軽減総合事業について、現マニュアル策定（H28.4）以降の拡充内容等を反映。

「下水道浸水被害軽減型」においては、令和元年度に、地区要件を緩和し移動式排水施設を交付
対象に拡充。また、令和３年度には、貯留・排水施設の規模によらず、樋門等の自動化・無動力
化・遠隔化、ポンプ場の耐水化を交付対象に追加。 等

下水道浸水被害軽減総合事業の拡充


